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1. はじめに
災害時の支援物資輸送では、被災による物資拠

点の不足や、地方自治体の物流ノウハウの欠如に
よりラストワンマイルの輸送に課題が存在する。
そのため、災害時において、限られた輸送モード・
インフラが連携して各避難所に迅速かつ平等に支
援物資を輸送する手法を確立する必要がある。本
報告では、日立製作所が開発する疑似量子計算機
技術「CMOSアニーリング」[1]を用いて緊急支援
物資の配送計画問題を解く手法を考案し、東京都
と神奈川県の避難所の緊急支援物資配送計画への
適用検討を実施した。
2. 問題設定
本研究の輸送計画では、各供給拠点と避難所間の

輸送網はあらかじめ上位システムで算出されてい
るものを使用する。図 1に輸送網の模式図を示す。
東京都内の 2か所 {ST0, ST1}の供給拠点に被災地
外から輸送された支援物資が備蓄されているものと
し、どちらかの供給拠点を出発地として、東京都及
び神奈川県の各箇所の避難所{ST2, ST3, ..., ST83}
に支援物資を配送する計画を立案する。各避難所
は、その所在地から決定される 1つの基礎自治体
に属するものとする。

図 1: 供給拠点と避難所間の輸送網

3. 評価値
本件で最適化の対象となる評価値は、「輸送距
離」と、「避難所の平等性」とする。「輸送距離」
は、各輸送機材が供給拠点から出発し、最後の避
難所で荷降ろしを終了するまでの輸送距離を対象
とし、全輸送機材の総和とする。「避難所の平等
性」とは、各基礎自治体間の充足率を揃えること
を意味する。各基礎自治体の充足率 Y c は、要請
量W c

demand に対する供給済み量W c
supplied と供給

量W cの和で定義し、本研究では、以下の充足率
の標準偏差 σを用いる。
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ここで、xjは決定変数、Ncityは基礎自治体の総
数、また、W c

j は経路 jでの基礎自治体 cに対する
供給量である。
4. 手法
本研究で用いた手法の大枠は次のようになる。

Step1) 制約を考慮して経路候補を生成する
Step2) 生成された経路候補の中から、最適な経路
の組合せを選択する
4.1. 経路候補生成
経路候補生成ではCMOSアニーリングで計算す
る数理モデルの係数を算出する。CMOSアニーリ
ングに限らず、アニーリング型計算機が苦手とす
る制約条件や、そもそも数式で表現できない制約
条件等を効率的に取り込むために有効な手法であ
る [2]。本研究では、輸送網上で、輸送機材 1台当
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たりの経路のパターンを探索し、その輸送機材の
経路候補として列挙した。
4.2. 数理モデル
前節で生成した経路候補から最適な経路の組合

せを求める問題は以下のように定式化できる。
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ここで、α1、α2は目的関数間の重み係数である。
また、Dj は j番目の経路候補の総移動距離、Pkj

は経路候補 jが供給拠点 kを出発地点として含む
か否かを 0/1で与える定数行列、Aij は経路候補
j が避難所 iを訪問先として含むか否かを 0/1で
与える定数行列である。決定変数 xj は j 番目の
経路候補を選択するか否かを表す。本研究の主た
る目的関数は、式 (2)の基礎自治体間の物資不足
量の分散最小化であり、これに加え、各基礎自治
体の物資不足量とすべての輸送機材の総走行距離
を、それぞれ式 (3)、(4)で最小化する。式 (5)は
供給拠点 kから出発可能な輸送機材数Nk

truckの制
約条件、式 (6)は各避難所 iごとの訪問回数の制約
条件である。式 (5)の条件が成立するときに実行
可能解とする。
5. 実験結果
本研究では、10台の 2トントラックで支援物資

を輸送するとし、各トラックが 2、3、4箇所の避難
所に訪問した後、初期位置に戻らないものとした。
要請量到達まで 0.5 トンのところまでは既に配送
済みであるとした。評価指標は標準偏差（式 (1)）
と輸送機材の総走行距離を、既存のルールベース
手法 [3]（ルールベース：最も充足率の低い避難所
や基礎自治体を優先するロジックで配送ルートを
決定）とCMOSアニーリング、それぞれの手法で
算出し、結果を図 2、3で比較する。CMOSアニー
リングがルールベース手法よりも、標準偏差が最
大 13.5% 小さくなることが確認できた。また、輸

送機材の総走行距離を最大 21%短縮する緊急支援
物資配送ルートが算出可能であることを確認した。
講演ではより詳細な比較を紹介する。
本研究は、国土交通省総合政策局技術政策課の
支援で実施されたものである。

図 2: 各輸送機材が 2、3、4箇所を訪問する時の
充足率の標準偏差

図 3: 各輸送機材が 2、3、4箇所を訪問する時の
全輸送機材の総走行距離
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